
公開

平成２８年１０月５日

「太陽光発電リサイクル技術開発プロジェクト」

（中間評価 平成２６年度～平成３０年度 ５年間）

NEDO 新エネルギー部

プロジェクトの概要 （公開）

資料６－１



公開発表内容

Ⅲ．研究開発成果

Ⅳ．成果の実用化に
向けた取り組み及び見通し

Ⅱ．研究開発マネジメント

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性
(1)事業の目的の妥当性
(2)NEDOの事業としての妥当性

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発の実施体制の妥当性
(4)研究開発の進捗管理の妥当性
(5)知的財産等に関する戦略の妥当性

(1)成果の実用化に向けた戦略
(2)成果の実用化に向けた具体的取り組み
(3)成果の実用化の見通し

(1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
(2)成果の最終目標の達成可能性
(3)成果の普及
(4)知的財産権の確保に向けた取り組み
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公開
１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆事業実施の背景と事業の目的

社会的背景（１）

• 固定価格買取制度（ＦｉＴ）の開始によって、我が国における太陽光発電の大量導入の実
現は目前となった。これは、使用済み発電設備が将来大量に発生することも意味する。

制度導入前（移行前）

(2012年6月まで)
制度導入45ヶ月後
(2016年3月末まで)

設備認定容量
2012年7月～
2016年3月末

太陽光

5.6 32.87（+27.27） 79.93

住宅
4.7

非住宅
0.9

住宅
8.65

(+ 3.95)

非住宅
24.22

(+ 23.32)

住宅
4.64

非住宅
75.29

風力 2.6 3.08  (+0.48) 2.84

中小水力 9.6 9.76  (+0.16) 0.78

ﾊﾞｲｵﾏｽ 2.3 2.82  (+0.52) 3.70

地熱 0.5 0.51  (+0.01) 0.08

合計 20.6 49.04 (+28.43) 87.32

（単位：ＧW）

太陽電池モジュール排出見込量（寿命20、25、30 年）固定価格買取制度による再生可能エネルギー導入量
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公開
１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆事業実施の背景と事業の目的

社会的背景（２）

• 固定価格買取制度の下で想定されている廃棄処理費用はシステム価格の
５％（※）。この範囲内で処理できる技術の確立が必要。

• 買取制度初期にあたるこの数年、システム価格は30万円/kW程度で推移し
ているため、廃棄処理費用は1.5万円/kW（15円/W）程度に相当。

※ 他に土地造成費、系統連系費も含むが、割合は小さい。

太陽光発電（10kW以上）の日本における発電コストと
システム価格等の推移

調達価格算定時に
考慮する項目

非住宅
（10kW以上）

住宅
（10kW未満）

前提

運転年数 ●

割引率（金利）
ＩＲＲ ●

法定耐用年数 ●

固定資産税 ●

法人事業税 ●

建設費
システム単価 ●

系統接続費 ●

土地造成費 ●

年間経費

修繕費・諸費等 ●
人件費 ●

土地賃借料 ●

収益
（発電能力）

年間発電量 ●（設備利用率）

出力劣化率
撤去費用 廃棄処理費 ●

調達価格等算定委員会で調達価格算定時
に考慮する費目 3



公開
１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆事業実施の背景と事業の目的

社会的背景（３）

• 使用済み太陽光発電システムのリサイクルには、リサイクル処理費用の他
に、回収費用やシステムの撤去費用などが発生。

• リサイクル処理費用、回収費用、撤去費用がそれぞれ同程度と仮定すると、
リサイクルにかかる費用の総額を現在の廃棄処理費用と同レベルに保つた
めには、リサイクル処理費用は約５円／Ｗ以下とする必要がある。

撤去費用、回収費用 リサイクル処理費用

５円/W以下

１５円/W以下

• 低コストリサイクル処理技術の開発が必要。
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公開
１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆政策的位置付け

■ 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置

法（平成二十三年法律第百八号） 国会附帯決議(2011.8.25)
抜粋

五 再生可能エネルギー発電設備については、これらの耐用年数

経過後において大量の廃棄物の発生を防ぐ観点から、設備の

リサイクルシステム構築等、早急に必要な措置を講ずること。

社会的背景（２）

• ＦｉＴの根拠法（電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する
特別措置法）の国会附帯決議でもリサイクルシステム構築が求められてい
る。
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公開

◆国内外の研究開発の動向と比較

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

【海外事例（欧州）】

• 欧州における太陽電池モジュール リサイクル規制

２０１２年WEEE指令改正、２０１５年末までに各国 国内法 施行済

• ２０１０年より使用済み太陽電池モジュールの回収・処理スキームが存在

年間回収量： ２，８００ｔ （２０１５年） （PV-CYCLE)
【海外事例（米国）】

• 米FirstSolar社は、使用済み自社製品の回収システムを構築。世界３カ所
（米国、ドイツ、マレーシア）にリサイクル処理拠点を構築

• カリフォルニア州でUniversal Wasteとしての指定を議論

【国内事例】

• 結晶シリコン太陽電池向けの破砕処理技術は存在（環境保全サービス 等）

• NEDOプロジェクトとして、５件のリサイクル技術開発を実証中

• ２０１７年４月 改正FIT法により設備のEOL計画提出を義務化見込

6
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公開１．事業の位置付け・必要性 （1）事業の目的の妥当性

◆技術戦略上の位置付け

• 固定価格買取制度の再エネ賦課金

の増加を抑制し、国民負担を軽減する
必要。

国民負担の増大

• 事業性追求の結果、信頼性確保
の要求も高まる。

• 発電コスト低減にも信頼性の高
いシステムが必要。

長期に安定した発電量確保

• 導入ポテンシャルの限界
• 土地コストの上昇。
• 系統制約の顕在化

• 大量導入は、将来の大量廃棄を
招く。
リサイクルシステムの構築が必要。

• 太陽電池モジュールの価格競争
が激化。

国内市場でも海外企業のシェアが
増。

グローバル競争の激化

廃棄物大量発生の対応

立地制約の顕在化

• 2014年に策定・公表した「太陽光発電開発戦略“NEDO PV Challenges”」では、
固定価格買取制度の効果で大量導入社会の実現は目前となったとの考えから、
従来の「普及させるための戦略」から、「普及後の社会を支える戦略」に転換。

• リサイクルシステムの構築を柱の一つに位置付け。
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8

新しい技術開発戦略を踏まえたプロジェクト設計。
平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 ・・・ 42 ・・・
年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2030

【NEDO戦略】 PV2030+ 太陽光発電開発戦略
NEDO PV Challenges

発電コスト低減

信頼性向上

リサイクル

立地制約の解消

高付加価値化

革新的太陽光発電技術研究開発

太陽光発電システム
次世代高性能技術の開発

太陽光発電システム効率向上
・維持管理技術開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

太陽光発電リサイクル
技術開発プロジェクト

有機系太陽電池
実用化先導技術開発

太陽光発電多用途化
実証プロジェクト

高性能・高信頼性
太陽光発電の

発電コスト低減技術開発

１．事業の位置付け・必要性 （1）事業の目的の妥当性

新戦略を踏
まえて企画



公開
１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性

◆NEDOが関与する意義

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
ﾌﾟﾛｾｽ

NEDOの
強み

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの
ﾎﾟｲﾝﾄ

企画・立案 体制構築 事業推進

産学官を取り纏めて
ロードマップを策定
国策を盛り込んだ企
画が可能

産学官を組み合わせた柔軟
な体制を構築可能
３０年以上に亘るコーディ
ネートの経験

公的機関としての中
立性
独立行政法人（国立
研究開発法人）制度
を最大限に活かして
柔軟に推進

業界全体のニーズ
を把握するために
産学官のヒアリン
グを実施

複数の競合企業を、コン
ソーシアムに纏め上げ共通
の技術目標に向けて研究開
発を推進
国研、大学、企業等でコン
ソーシアムを形成

国研及び大学の基礎
研究成果を、企業の
事業化に活かせるよ
うに調整
必要に応じて加速資
金を投入
事業環境の変化に即
して追加公募を実施

長期的視野に立った技術開発戦略「太陽光発電開発戦略」に沿った技術開発
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公開

◆実施の効果 （費用対効果）

１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性

• 投じる予算は５年間で１３．５億円である。

• これに対し、２０１２年までに導入された太陽電池モジュールが廃棄されると、埋
立費用は７９～１３２億円の削減、ＣＯ２排出量は６６，０００ｔの削減が可能とな
る。さらに、鉛など有害物質が含まれるため埋立が不可能な廃棄物の適正処分
が期待できる。

【算出根拠】

• 太陽電池モジュール１枚はおおよそ２０ｋｇであり、１枚あたりの定格出力を２００Ｗと仮定すると０．１
ｋｇ／Ｗとなるが、２０１２年の太陽光発電の国内年間導入量は６．６ＧＷであるため、それらが使用
済み太陽電池モジュールとなる際には、年間６６０，０００ｔの廃棄物が排出されることになる。

• これに加え、工場で発生する製造スクラップや、輸送中・施工中の破損品、初期不良品などを考慮
すると、さらに大量の廃棄物が発生することとなる。

• このうち、６０～８０％を占めるガラスは、３９６，０００～５２８，０００ｔとなる。ガラスの埋立費用は、２
０，０００～２５，０００円／ｔであるため、７９～１３２億円となるが、本プロジェクトの成果を活用するこ
とで、この埋立費用を削減可能 である。

• また、ＣＯ２排出量の削減は１００ｋｇ－ＣＯ２／ｋＷ以上との調査結果から、６．６ＧＷでは、６６，００
０ｔとなる。
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公開

◆事業の目標

２．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性

■ アウトプット目標（平成３０年度末）
• 使用済み太陽電池モジュールのリサイクル処理に係わる低コスト分解処理技術を確立し、その効果を実証する。

研究開発項目①「低コスト撤去・回収・分別技術調査」
【最終目標】

• 回収・分別、それぞれの低コスト化技術の実現可能性と有効性を見極め、有望な技術については、課題と目
標コストを明確化する。

研究開発項目②「低コスト分解処理技術ＦＳ（開発）」
【最終目標】

• 低コスト汎用分解処理技術、低コスト専用分解処理技術など、年間２００ＭＷ処理時の分解処理コスト５円／
Ｗ以下に資する技術を確立する。

• 分解処理コストを試算する。

研究開発項目③「低コスト分解処理技術実証」
【中間目標】（平成２８年度末）
• 低コスト汎用分解処理技術、低コスト専用分解処理技術を適用した試作プラントを構築する。

• 使用済み太陽電池モジュールの供給と、リサイクル処理により得られる回収物の提供に関して、一時的では
ない体制・仕組みを確保する。

• 様々な運転条件下における分解処理コスト低減効果を実証可能な実験計画を策定する。
【最終目標】
• 分解処理コスト ： ５円／Ｗ以下（年間２００ＭＷ処理時）を実証する

研究開発項目④「太陽光発電リサイクル動向調査」
【中間目標】（平成２８年度末）
• 国内の太陽光発電システム導入分布を考慮した排出量予測をまとめる。
• 撤去、回収から分解処理に至るまで、各技術の効果の横断的な評価方法を確立する。
【最終目標】
• 国内外の各種動向を調査し、本プロジェクトへのフィードバック情報をまとめる。 11



公開

◆研究開発目標と根拠

研究開発項目 研究開発目標 根拠

研究開発項目①「低
コスト撤去・回収・分
別技術調査」

【最終目標】

• 回収・分別、それぞれの低コスト化技術の実現可能性と有効性を
見極め、有望な技術については、課題と目標コストを明確化する。

処理コストについては現時点では設定
が難しく、ＦＳにより技術開発の最終目
標について妥当性確認が必要。

研究開発項目②「低
コスト分解処理技術
ＦＳ（開発）」

【最終目標】

• 低コスト汎用分解処理技術、低コスト専用分解処理技術など、年間
２００ＭＷ処理時の分解処理コスト５円／Ｗ以下に資する技術を確
立する。

• 分解処理コストを試算する。

調達価格等算定委員会で想定された
廃棄処理費用は建設費の5%。2012年
時点の建設費は280千円/kWであるこ
とから廃棄処理費用は14円/W。回収
費用、撤去費用を除くリサイクル処理
費用は5円/W。

研究開発項目③「低
コスト分解処理技術
実証」

【中間目標】

• 低コスト汎用分解処理技術、低コスト専用分解処理技術を適用し
た試作プラントを構築する。

• 使用済み太陽電池モジュールの供給と、リサイクル処理により得ら
れる回収物の提供に関して、一時的ではない体制・仕組みを確保
する。

• 様々な運転条件下における分解処理コスト低減効果を実証可能な
実験計画を策定する。

【最終目標】
• 分解処理コスト ： ５円／Ｗ以下（年間２００ＭＷ処理時）

研究開発項目②の処理技術FSによっ
て目標処理コストの達成目途や十分な
コスト低減効果が確認された技術に絞
り込み、実証を行う。年間200MW処理
時の分解処理コスト5円/Wを最終目標
とし、中間目標として、プラントの試作、
回収物の提供の仕組み確保、実証実
験計画の策定等を設定。

研究開発項目④「太
陽光発電リサイクル
動向調査」

【中間目標】

• 国内の太陽光発電システム導入分布を考慮した排出量予測をまと
める。

• 撤去、回収から分解処理に至るまで、各技術の効果の横断的な評
価方法を確立する。

【最終目標】

• 国内外の各種動向を調査し、本プロジェクトへのフィードバック情報
をまとめる。

プロジェクト期間が5年間にわたるため、
その方向性や最終目標の妥当性、社
会情勢や業界動向の変化に対応する
ため、排出量予測、各種動向調査、開
発技術の評価方法の検討を実施。

２．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性
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◆研究開発のスケジュール

２．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性

2014年度
(H26)

2015年度
(H27)

2016年度
(H28)

2017年度
(H29)

2018年度
(H30)

2019年度
(H31)

低コスト撤去・回収・分別技術
（調査）

低コスト分解処理技術
（ＦＳ／開発）

リサイクル動向調査

評価時期
中間評価 事後評価

②ＦＳ

➃調査

➂技術実証

①調査
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◆プロジェクト費用

ＮＥＤＯ負担額 （単位：百万円）

２．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性

14

中項目 小項目 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 合計

項目①
低コスト撤去・回収・分別技術調
査

テーマ１
使用済み太陽光発電システムのリサイクル
処理を安定的に実施するための課題調査

15 -- -- -- -- 15

テーマ２
太陽電池モジュール撤去における実作業調
査

5 -- -- -- -- 5

項目② 低コスト分解処理技術FS（開発） テーマ１
結晶シリコン太陽電池モジュールのリサイク
ル技術開発

17 -- -- -- -- 17

テーマ２
ウェット法による結晶系太陽電池モジュール
の高度リサイクル実用化技術開発

147 -- -- -- -- 147

テーマ３
結晶シリコン太陽電池の低コスト分解処理技
術の調査/開発

99 -- -- -- -- 99

テーマ４
可溶化法を用いた使用済み太陽電池からの
資源回収技術の開発

22 -- -- -- -- 22

項目③ 低コスト分解処理技術実証 テーマ１
結晶シリコン太陽電池モジュールのリサイク
ル技術実証

-- 67 36 -- -- 102

テーマ２
ウェット法による結晶系太陽電池モジュール
の高度リサイクル技術実証

-- 13 58 -- -- 71

テーマ３
ホットナイフ分離法によるガラスと金属の完
全リサイクル技術開発

-- 42 64 -- -- 106

テーマ４
合わせガラス型太陽電池の低コスト分解処
理技術実証

-- 10 29 -- -- 39

テーマ５
PVシステム低コストリ汎用サイクル処理手法
に関する研究開発

-- 27 24 -- -- 51

項目④ 太陽光発電リサイクル動向調査 テーマ１
太陽光発電リサイクルにおける国内外動向
および評価手法を確立する

11 13 12 -- -- 36

テーマ２
太陽光発電リサイクルに関する国内動向調
査、分布調査及び排出量予測

15 7 7 -- -- 29

合　　計 331 178 230 0 0 739



公開

◆研究開発の実施体制

２．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性

ＮＥＤＯ
イー・アンド・イー ソリューションズ株式会社

ＤＯＷＡエコシステム株式会社

一般財団法人秋田県資源技術開発機構

「使用済み太陽光発電システムのリサイクル処理を安定的に実施するための課題調査」

委託

萬世リサイクルシステムズ株式会社

「太陽電池モジュール撤去における実作業調査」

スマートコミュニティー株式会社再委託先

研究開発項目① 「低コスト撤去・回収・分別技術調査」

研究開発項目②、③ 研究開発項目①、④

• 情報収集

• 分析

ＮＥＤＯ
推進委員会

実施者、外部有識者

委託委託、共同研究

• 技術開発
• 技術実証
• 事業化計画立案

全体統括

15



公開

◆研究開発の実施体制

２．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性

研究開発項目② 「低コスト分解処理技術ＦＳ（開発）」

ＮＥＤＯ

株式会社市川環境エンジニアリング

株式会社ホンジョー

鹿島建設株式会社

「結晶シリコン太陽電池の低コスト分解処理技術の調査／開発」

委託 三菱マテリアル株式会社

「結晶シリコン太陽電池モジュールのリサイクル技術開発」

ドニコ・インター株式会社
再委託先

株式会社エヌ・ピー・シー

株式会社日本スペリア社

独立行政法人産業技術総合研究所

「可溶化法を用いた使用済み太陽電池からの資源回収技術の開発」

東邦化成株式会社

「ウェット法による結晶系太陽電池モジュールの高度リサイクル実用化技術開発」

株式会社都市環境エンジニアリング
再委託先

16



公開

◆研究開発の実施体制

２．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性

研究開発項目③ 「低コスト分解処理技術実証」

17

ＮＥＤＯ負担 ２／３



公開

◆研究開発の実施体制

２．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性

研究開発項目④ 「太陽光発電リサイクル動向調査」

18



公開
２．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

◆研究開発の進捗管理

【推進委員会メンバー（敬称略）】

委員長 大和田 秀二 （早稲田大学 教授）

委 員 松野 泰也 （東京大学 准教授）

委 員 加藤 聡 （ガラス再資源化協議会 代表幹事）

委 員 大木 達也 （産業技術総合研究所 総括研究主幹）

委 員 藤崎 克己 （太陽光発電協会 サブリーダー）

19

研究開発全体の管理・執行に責任と決定権をもつNEDOは、経済産業省と密接な関係を維持
しつつ、研究開発の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施した。

また、外部有識者による推進委員会を定期的に開催し、委託先から報告を受け、開発の方向
性などを審議し、必要に応じて開発内容の修正を実施。

実施項目 開催時期

推進委員会 第一回 平成２７年４月１７日

推進委員会 第二回 平成２８年２月２９日



公開
２．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

◆研究開発の進捗管理

【その他】

採択審査委員会

• 平成２６年度 （平成２６年６月１２日）

①低コスト撤去・回収・分別技術調査、②低コスト分解処理技術ＦＳ（開発）、④太陽光発電リサイクル動
向調査について公募、審査により８件/１０件の採択候補を選定

• 平成２７年度 （平成２７年８月１０日）

③低コスト分解処理技術実証について公募、審査により５件/８件の採択候補を選定

• （平成２８年度 平成２８年５月３０日）

成果報告会

• 平成２６年度 （平成２７年１０月２８日～２９日）

20

◆動向・情勢の把握と対応

【平成27年度】

・平成26年度FSの結果を踏まえ、実用化実証を行うため、「低コスト分解処理技術実証」について公募を実施

【平成28年度】

・社会負担の少ないリサイクルシステムを構築する上で非常に重要な要素として、「使用済み太陽電池モジュー
ルの低コストリユース技術の開発」について追加公募を実施



公開

21

◆知的財産権等に関する戦略および知的財産管理

２．研究開発マネジメント （５）知的財産権等に関する戦略の妥当性

委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「国立研究開発法人新エネルギー・産業

技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基づき、原則として、

すべて委託先に帰属させることとする。

また、実証フェーズなどでは、必要に応じて実施者間のＮＤＡ締結や、プロジェクトマネージャーを

通じた実施者との緊密な連携の実現により、実施者間で情報共有を図る。また、「太陽光発電シ

ステム次世代高性能技術の開発」のリサイクル処理技術の研究開発で得られた知見やデータに

ついても、適宜情報共有を図る。



公開
３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆プロジェクトとしての達成状況と成果の意義

【平成26～28年度】
①低コスト撤去・回収・分別技術調査

撤去・回収・分別、それぞれの低コスト化技術の実現可能性と有効性を見極め、有望な技術につ
いては、課題と目標コストを明確化する。

アンケート、ヒアリング調査、模擬屋根や試作した回収用通箱を使った運搬実験等によりリサイク
ルのコスト目標である５円／Ｗの可能性を確認するとともに撤去、回収、分別それぞれの工程に
おける課題の抽出を行い解決策の検討を実施。

②低コスト分解処理技術ＦＳ（開発）

低コスト汎用分解処理技術、低コスト専用分解処理技術など、年間２００ＭＷ処理時の分解処理
コスト５円／Ｗ以下に資する技術を確立する。分解処理コストを試算する。

分解処理の要素技術は大きく分けてガラスの剥離技術及び回収金属と固着しているＥＶＡの処理
技術がある。ガラス剥離技術として粉砕やホットナイフ法、ＥＶＡ処理技術として薬液処理及び熱
分解処理等異なったアプローチで各々の技術の可能性を検証し、５円／Ｗ実現の可能性を確認
した。

最終目標

成 果

最終目標

成 果

22



公開
３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆プロジェクトとしての達成状況と成果の意義

【平成26～28年度】
③低コスト分解処理技術実証

低コスト汎用分解処理技術、低コスト専用分解処理技術を適用した試作プラントを構築する。使
用済み太陽電池モジュールの供給と、リサイクル処理により得られる回収物の提供に関して、一
時的ではない体制・仕組みを確保する。様々な運転条件下における分解処理コスト低減効果を
実証可能な実験計画を策定する。

連続運転が可能な実証試験用プラントを製作、コストダウンに向けた装置の改造を実施中。また
実証試験の試験計画を計画中。

④太陽光発電リサイクル動向調査

国内の太陽光発電システム導入分布を考慮した排出量予測をまとめる。国内及び海外における
技術、政策などを継続的に把握する。撤去、回収から分解処理に至るまで、各技術の効果の横
断的な評価方法を確立する。

公表データに基づき導入量データを整備し排出量予測モデルを作成。日本及び海外諸国のリサ
イクル関連技術、政策の動向調査を実施。評価方法についてはガイドライン作成のための構成
案の検討および予備的な環境影響評価を実施。

中間目標

成 果

中間目標

成 果

23



公開
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◆研究開発項目毎の目標と達成状況

テーマ名 最終目標 成果 達成度 今後の課題と解決方針

（１）使用済み太陽光発電システムのリサイクル処理を安定的に実施するための課題調査

①撤去の調査 処理コスト５円/W達成
に向けた各処理の目
標設定と課題抽出

建設費に織り込み済
みであることを確認

○

②回収の調査 １．６２円/Wを確認
（トラック輸送）
集荷場所、保管費用、
積載効率などが課題

○

③分別の調査 ０．２８円/Wを確認
作業の効率化が課題

○

（２）太陽電池モジュール撤去における実作業調査

撤去作業の現場
調査及び撤去の
実作業

撤去の技術課題の抽
出

模擬屋根試験により、
撤去費用に影響する６
項目の課題を抽出

○

課題の解決策 ６項目の課題それぞ
れの解決策を提示

○

撤去コスト削減の可能
性の明確化

課題２項目が撤去側
でコスト削減可能

○

目標コストの策定 費用１９８千円（住宅
用）の４０％削減可能

○

①低コスト撤去・回収・分別技術調査

◎ 大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、 ☓未達



公開
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◆研究開発項目毎の目標と達成状況

テーマ名 最終目標 成果 達成度 今後の課題と解決方針

(3) 結晶シリコン太陽電池の低コスト分解処理技術の調査/開発

①ロール式破砕機
によるガラスの剥
離

ガラス回収率50wt％
以上あること

ロール間隔の最適値
は6mmであったがガ
ラス回収率は平均
44wt％であった。

△

ロール間隔制御より
ロール間の圧力制御
ができる機構により達
成可能。

②ハンマー型破砕
剥離機と遠心風力
破砕機によるガラ
ス剥離率の比較

ハンマー型破砕剥離
機と遠心風力破砕機
の選定すること

ハンマー型破砕剥離
機が優れ、ロール式と
の組合せでは６０ｗｔ％

○

③効率的な分級
法の検討

回収したガラスとその
他が有価性のある状
態で分離できること

ガラスとその他を分級
でき、それらはすべて
有価性あることを確認

○

④低コスト処理の
実現

200MW/年処理時に
処理コスト2円/W以下
を達成すること

建設費用、運転費用、
有価物売却益等を考
慮して0.38円/W処理
の見通しを得た

○

②低コスト分解処理技術ＦＳ（開発）

◎ 大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、 ☓未達



公開

合同会社アールツーソリューション

（参考）成果の実用化に向けての取り組み及び見通し/成果の実用化に向けた具体的取り組み

◆実用化に向けた具体的取り組み (合同会社の設立）

【出資会社（４社）】
①株式会社市川環境エンジニアリング

②ネクストエナジー･アンド･リソース株式会社

③近畿工業株式会社

④リサイクルテック･ジャパン株式会社

平成２８年３月１日設立

新聞掲載
日本経済新聞 ：平成２８年２月２９日
環境新聞 ：平成２８年３月 ９日
日刊工業新聞 ：平成２８年３月１５日

26
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◆研究開発項目毎の目標と達成状況

テーマ名 最終目標 成果 達成度 今後の課題と解決方針

(4) 可溶化法を用いた使用済み太陽電池からの資源回収技術の開発

①太陽電池モ
ジュールのガラス
とEVA/セルの分
離分

サイクルタイム：50秒/
枚

サイクルタイム：50秒/
枚

○

様々な使用済みモ
ジュールでの実験、刃
の耐久性の検証

②可溶化法による
EVA/セルからの
資源回収

80%以上の資源回収
率

90%以上の資源回収
率

○

ビーカーレベルでの実
験では達成したが、ス
ケールアップし確認す
る必要

③PVモジュールよ
り分離する金属回
収技術の開発

金属・シリコン500gか
ら銀の回収率90％以
上

可溶化で回収した金
属・シリコン482gから
銀回収率51%を確認

△

モジュールに構成しな
かった太陽電池セル
からは銀の回収率
89%であった。条件を
詰めれば回収率向上
は可能

②低コスト分解処理技術ＦＳ（開発）

◎ 大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、 ☓未達



公開
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◆研究開発項目毎の目標と達成状況

テーマ名 最終目標 成果 達成度 今後の課題と解決方針

（１）結晶シリコン太陽電池モジュールのリサイクル技術開発

①小型試験機の
設計・製作

ローラー式ガラス剥離
機の設計・製作

小型試験機の製作完
了

○
処理速度を勘案した
実証機の製作

②前処理方法の
検討

ガラス分離の有効手
段の検討

ハロゲンヒータによる
剥離性向上法開発

○
温度条件の適正化

③最適な運転条
件の検討

試作機による最適運
転条件の検討

パネル種による最適
条件の差異を確認

○
パネル別条件の最適
化

④選別方法の検
討

ガラス分と金属分の選
別方法の検討

色彩選別機による分
別の有効性を確認

○
選別プロセス確立に向
けた量的試験

⑤回収物の評価 ガラス分、金属分の再
資源化可能性の評価

金属含有量少のガラ
ス粒再資源化に目途

○
パネル毎の組成差の
確認必要

⑥剥離・選別ライ
ンの設計

５円/Ｗ以下の目標とし
処理コストを試算する

試算の結果２．９円/W
の見通しを得た

○
実用規模の自称試験
機による検証

②低コスト分解処理技術ＦＳ（開発）

◎ 大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、 ☓未達



公開
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◆研究開発項目毎の目標と達成状況

テーマ名 中間目標 成果 達成度 今後の課題と解決方針

（１）結晶シリコン太陽電池モジュールのリサイクル技術実証

①実証剥離機の
開発

パネル1枚を60秒以内
で処理し、より粗粒な
剥離後ガラス粒として
剥離可能な実証剥離
機を製作を行う

目標の速度で小型剥
離試験機よりも粗粒な
剥離後ガラス粒として
剥離可能な実証剥離
機を製作

○

多種のパネルについ
て評価試験を実施し、
最適稼働条件を見出
し、汎用性を高める。

②ガラス中ヒ素成
分の同定機器選
定と測定評価

ガラス中のヒ素成分を
定量的に測定する機
器を選定する。

可搬型蛍光X線分析
装置により、６０秒/枚
以下で測定可能

○ 同上

③試作プラントに
よる事業化検討

実証剥離機、振動篩、
色彩選別機を設置し
た試作プラントを製作
し、実証試験に必要な
データを取得する。

試作プラントによる実
証試験を開始

○

搬送等の付帯設備を
含めた実証プラントの
設計を進める。

③低コスト分解処理技術実証（平成２７～２８年度）

◎ 大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、 ☓未達
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◆研究開発項目毎の目標と達成状況

テーマ名 最終目標 成果 達成度 今後の課題と解決方針

（２）ウェット法による結晶系太陽電池モジュールの高度リサイクル実用化技術開発

①剥離液Ａの消費
量低減策の検討

消費量１／１０ EVA研削により達成
剥離可能時間測定

○

②剥離液Ｂの消費
量低減策の検討

消費量１／１０ 新しい溶媒Cにより目
標コストを達成

○

③剥離液Ａによる
処理速度向上の
ためのシステムの
基本構成検討

剥離時間目標２時間
コスト検証

飽和前に浸漬終了後、
物理剥離で時間短縮

○

④剥離したＥＶＡ・
金属複合体から金
属類を分離するた
めのB液処理の基
本システム構成の
検討

剥離液Bによる処理の
基本システム構成確
立。

攪拌機による剥離促
進、安価な新溶媒Ｃへ
の変更とプロセスの改
善により回収率８０％、
処理時間５分のシステ
ム構成を確立

○

②低コスト分解処理技術ＦＳ（開発）

◎ 大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、 ☓未達
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◆研究開発項目毎の目標と達成状況

テーマ名 中間目標 成果 達成度 今後の課題と解決方針

（２）ウェット法による結晶系太陽電池モジュールの高度リサイクル技術実証

①実機パネルでの
実証

分解処理コスト目標；5
円/W

EVA剥離力 改良中
現状２．４円/Wで達成

○
分離行程改良
剥離剤の改良

②試作パイロット
ラインによる実証

分解処理コスト目標；5
円/W

研削、分離工程に関
する実証機仕様確定。
剥離工程の実証機仕
様検討中。パイロット
ライン稼動によるコス
ト検証は本年度中に
完了予定。

△

分離行程改良
剥離剤の改良

③回収シリコンの
純化研究

シリコン純化の低コス
トプロセスの確立

分離工程で回収ＥＶＡ
積層体のＥＶＡ除去、
エッチングにより純度
98.5%以上の金属シリ
コン粒子を回収

○

①処理時間の短縮
②シリコンの付加価値
調査と処理コストの検
証

④有価物評価検
証

有価物の価値確定（分
解処理含むトータル処
理コスト0.1円/W）と売
却ルートの確立

付加価値調査により
トータル処理コストは
現状2.35円/W。リサイ
クル率；90%達成

△

プラント実証機での分
解回収物の付加価値
向上のための処理条
件最適化

③低コスト分解処理技術実証（平成２７～２８年度）

◎ 大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、 ☓未達
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◆研究開発項目毎の目標と達成状況

テーマ名 中間目標 成果 達成度 今後の課題と解決方針

（３）ホットナイフ分離法によるガラスと金属の完全リサイクル技術開発

①フレーム除去装置
の開発実証

処理能力：50秒/モジュー
ル

処理能力：50秒/モジュー
ル達成

○
各種モジュールで確認

②バックシート除去装
置の開発

処理能力：50秒/モジュー
ル

処理能力：50秒/モジュー
ル達成

○
各種モジュールで確認

③ガラス分離装置の
改良及び実証

処理能力：50秒/モジュー
ル

現在実験中
△

・ホットナイフの耐久性改善
・能力目標の達成

④ガラス表面ＥＶＡ除
去装置の開発

処理能力：50秒/モジュー
ル

処理能力：70秒/モジュー
ル

△
・回収ガラス品質改善
・能力目標の達成

⑤ガラス再資源化に
関する調査

受入条件の明確化 混入ＮＧ成分
受入荷姿の把握

△
・残留EVA条件確認

⑥ガラス破砕機・選別
機の開発

処理コスト40円/kg以下 ⑤の結果から破砕機・選別
機の導入見送り

－

⑦回収金属の売却単
価の調査

回収金属の明確化 各処理方法による回収金
属評価

△
複数製錬所による評価入手

⑧ＥＶＡ/セル層処理装
置の開発

処理コスト30円/kg以下 熱分解・油化処理コスト57
円/kg以上

△
・回収金属の評価
・ランニングコスト比較

⑨実験・試験プラント
建設及び実証試験に
よる処理コスト評価

半自動化100枚以上処理5
円/W以下

100枚以上処理のための
モジュール確保 △

③低コスト分解処理技術実証（平成２７～２８年度）

◎ 大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、 ☓未達
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◆研究開発項目毎の目標と達成状況

テーマ名 中間目標 成果 達成度 今後の課題と解決方針

（４）合わせガラス型太陽電池の低コスト分解処理技術実証

①ガラスの解体技
術開発

割れ率50％以下
分解120秒/枚以下

割れ率35.5％
分解400秒/枚 △

・ホットナイフ耐久性
・処理時間の短縮

②封止剤EVAの
剥離技術開発

EVA剥離方法（薬液、
方法）の確立と仕様決
定用データ収集

仕様決定のためにトル
エンを選定してデータ
収集を実施

○
・試作プラント仕様決定
・トルエン代替液探索

③薬液処理技術
の検討

薬液処理技術の調査
による最善処理選定

廃液処理コストを考慮
し、H2O2を検討

○

④CIS膜、Mo膜分
離技術の開発

薬液の仕様確立、プラ
ント作製用データ収集

薬液検討中
△

・処理時間の短縮
・廃液処理

⑤割れガラスの
CIS膜、Mo膜の分
離技術開発

割れガラスに対応した
プロセスの確立、デー
タ収集

湿式撹拌剥離方式の
試作プラントの仕様を
検討中

△
・有価物回収法

⑥試作プラント構
築、実証

開発結果に基づいて
試作プラントを構築

試作プラント構築用
データを収集

△
実施計画に沿った試作
プラントの構築

③低コスト分解処理技術実証（平成２７～２８年度）

◎ 大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、 ☓未達
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◆研究開発項目毎の目標と達成状況

テーマ名 中間目標 成果 達成度 今後の課題と解決方針

（５）PVシステム低コスト汎用サイクル処理手法に関する研究開発

①システム整備と
装置立上げ

システムの整備及び
立上げ完了

システムの整備及び
立上げを完了

○

②EVA熱処理装
置の長期信頼性・
安定性・経済性の
向上

EVA熱処理装置の改
造及び性能評価が完
了していること

EVA熱処理装置の改
造及び性能評価を完
了

○

③処理システム全
体の実用性及び
処理コスト評価

・試験用モジュール供
給契約の締結
・有価物の売却契約締
結
・連続処理試験計画の
策定完了

・試験用モジュール供
給契約完了
・アルミ枠、カバーガラ
ス売却先、バックシー
ト処理先との契約完了
・CIS粉売却先、基板
ガラス処理先との契約
完了

○

③低コスト分解処理技術実証（平成２７～２８年度）

◎ 大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、 ☓未達
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処理フロー

◆各個別テーマの成果と意義

（参考） 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

低コスト汎用リサイクル処理技術システムの構築

主要プロセス装置である①アルミ枠解体装置、②バックシート切削装置、③EVA加熱・処理装置、④
CIS膜除去装置を、システム制御装置によりPVモジュールの移動に同期して作動させる。

35
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◆研究開発項目毎の目標と達成状況

テーマ名 目標 成果 達成度 今後の課題と解決方針

（１）太陽光発電リサイクルにおける国内外動向および評価手法に関する調査

①海外における使
用済み太陽電池
モジュールに関す
る動向調査

太陽光システムの適
正処分に関する技術、
政策、実施事例などを
継続的に把握する

欧州、米国に加え中国
や韓国などの動向も
把握。リユースに関す
る調査も実施

○

②太陽光発電リサ
イクルに関する評
価手法の検討

リサイクル関連技術の
横断的評価のための
指標を検討し、評価手
法を確立する

既存事例を参照のうえ、
評価手法を検討し、ガ
イドラインの構成案を
検討

○

（２）太陽光発電リサイクルに関する国内動向調査、分布調査及び排出量予測

①国内の技術動
向、政策動向、実
施事例の定点観
測

太陽光システムの適
正処分に関する技術、
政策、実施事例などを
継続的に把握する。

国内の技術、政策動
向を把握。リユースの
実態及び事業化の可
能性についても調査

○

②太陽光発電シス
テムの分布調査と、
その分布に基づい
た排出量予測

国内の太陽光発電シ
ステム導入分布を考
慮した排出量予測をま
とめる

導入量データを整備し、
複数の排出量見込に
ついて検討・試算を
行った

○

④太陽光発電リサイクル動向調査（平成２６～２８年度）

◎ 大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、 ☓未達



（参考） 太陽光発電動向調査例

■ 太陽光発電リサイクルに関する評価手法の検討

評価手法・指標の検討／評価ガイドライン作成

＜評価範囲の案＞

＜評価項目の案＞

環境性：地球温暖化への影響、資源枯渇への影響、人間毒性への影響
（土壌汚染、水質汚染）、廃棄物処理量、エネルギー消費量

社会性：雇用創出効果、地域貢献の効果、技術の波及効果

＜評価単位の案＞

モジュール出力1kWあたり、およびモジュール重量1tあたり

＜評価に用いるデータベース・評価ツールの案＞

データベース：IDEA Ver.2（Inventory Database for Environmental Analysis 
Ver.2、産業技術総合研究所作成）

評価ツール：LIME2（Life-cycle Impact assessment Method based on Endpoint 
modeling、東京都市大学伊坪教授他） 37



（１）太陽光発電システムの都道府県別・モジュール種類別「導入量」の推計
住宅用はJPEA出荷統計のモジュール別導入比率により、全国規模でモジュール別導入量を推計。

非住宅用は、事例データで都道府県別のモジュール種別がある程度判明するため、都道府県別
のモジュール別導入量が推計できた。

図1 全国モジュール別導入量の推移（住宅用）

図2 全国モジュール別導入比率の推移（非住宅用）

モジュール種別導入量推移（全国・住宅）

モジュール種別導入量推移（全国・非住宅）

モジュール種別導入量（都道府県別・非住宅）

モジュール種別導入量（地域別・非住宅）

図4 地域別 モジュール別導入量
（2014年度）

図5 地域別 モジュール別導入比率
（2014年度）

・・・・

図3 都道府県別 モジュール別導入量の推移（例）

非住宅用は、都道府県別・年度別・
モジュール別に導入量を推計した。

38

（参考） 太陽光発電動向調査例
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◆成果の最終目標の達成可能性

３．研究開発成果 （２）成果の最終目標の達成可能性

テーマ名 現状 最終目標 達成見通し

（１）結晶シリコン太陽
電池モジュールのリ
サイクル技術実証

FSにおいて分解処理コス
トの試算において2.9円
/Wを確認

分解処理コスト：
5円/W以下
（年間200MW処理時）

FSで2.9円/Wの試算結果
を得ており、最終目標は
達成の見込み

（２）ウェット法による
結晶系太陽電池モ
ジュールの高度リサ
イクル技術実証

現状分解処理コストは
2.35円/W

設備立上後の現状処理コ
ストは2.35円/Wであり、実
証により達成の見込み

（３）ホットナイフ分離
法によるガラスと金
属の完全リサイクル
技術開発

中間目標についてはすべ
て達成見込み

現時点での試算では4.88
円/Wであり達成見込み。
100枚/5日以上の実証試
験により確認予定。

（４）合わせガラス型
太陽電池の低コスト
分解処理技術実証

最終目標に向けた中間目
標についてはすべて達成
または達成見込み

最終目標5円/Wに相当す
る、3600枚/日、40円/kgは
達成見込み。

（５）PVシステム低コ
スト汎用サイクル処
理手法に関する研究
開発

連続運転試験に向けた中
間目標はすべて達成見
込み

結晶系大型モジュールで
3.5円/Wの試算結果を得
ており、最終目標は達成見
込み。連続処理試験で確
認予定。

③低コスト分解処理技術実証

39
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◆成果の普及

３．研究開発成果 （３）成果の普及

研究開発項目 
特許出願 論文 

(査読付) 

学会発表 

・講演 

新聞・雑

誌等掲載 

受賞 

実績 

展示会 

への出展国内 外国 

①低コスト撤去・回収・分別

技術調査 
0 0 0 0 0 0 0 

②低コスト分解処理技術 FS

（開発） 
3 0 0 5 1 0 0 

③低コスト分解処理技術実

証 
1 0 0 2 2 0 2 

④太陽光発電リサイクル動

向調査 
0 0 0 1 0 0 0 

合計 4 0 0 8 3 0 2 

 

40

◆知的財産権の確保に向けた取り組み

実証フェーズなどでは、必要に応じて実施者間のＮＤＡ締結や、プロジェクトマネー
ジャーを通じた実施者との緊密な連携の実現により、実施者間で情報共有を図る。

また、「太陽光発電システム次世代高性能技術の開発」のリサイクル処理技術の研究
開発で得られた知見やデータについても、適宜情報共有を図る。



公開

◆本プロジェクトにおける「実用化」の考え方

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始されることを
いう。

◆実用化に向けた戦略

• 撤去・回収・分別技術については、調査によりユーザーニーズを明確にしつつ、課題や実
現可能性、目標値などを明確にする。

• 分解処理技術については、ＦＳ（開発）ではユーザーニーズであるリサイクルに係る負担の
最小化のため、低コスト化を目指した技術開発を行うとともに、その処理コストの明確化を
行う。

• 実証では、目標処理コストの達成目処や、十分なコスト低減効果が見込まれる技術に絞っ
てコスト低減効果を実証することで、リサイクルに係る負担の最小化を実現し、社会受容性
の向上を図る。

• 実用化・事業化の大きな課題としては、ロジスティックスや法規制など社会システムの構築
が挙げられるが、これらについては、「使用済再生可能エネルギー設備のリユース・リサイ
クル・適正処分に関する検討会」などを通して、ＭＥＴＩや環境省主導で検討、策定されると
想定している。

そこで、策定される社会システムに関する情報を、プロジェクトマネージャーなどを通じて的
確にキャッチアップし、本プロジェクトにフィードバックしていくことで、構築された社会システ
ムに最適な技術の確立を可能とし、早期実用化を実現する。

４．成果の実用化に向けての取り組み及び見通し （１）成果の実用化に向けた戦略
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◆波及効果

４．成果の実用化に向けての取り組み及び見通し （３）成果の実用化・事業化の見通し

• 研究開発の成果は、工程内リサイクルにも展開可能であり、太陽電池モジュールの製造コスト
低減に寄与できる。

・ 関連産業への波及効果として、新たに太陽電池モジュールのガラスが対象となることから、市場
規模拡大や、処理量の増加による低コスト化など、ガラスリサイクル事業者に対する経済波及
効果が見込まれる。
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